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覚書

(申込者所属機関・部署・氏名)(以下甲という)と東京工業大学科学技術創成研究院未来産業技術研究所(以下乙という)とは、甲が乙に装置直接使用による研究支援を申し込むにあたり、次の通り本覚書を締結する。

(目的)

 第1条　乙は下記研究題目の研究(以下「本研究」と言う。)について甲の研究支援を行う。

 
研究題目

 (期間)

 第2条　本覚書の期間は、本覚書締結の日より令和5年3月31日までとする。但し、甲乙協議の上、延長、短縮することができる。

（支援の提供）

第3条　乙は、乙が保有する電子ビーム露光装置及び成膜装置・エッチング装置等のナノ構造作製装置・電子顕微鏡などを甲に使用させ、甲が提供する試料または指定する試料に甲がナノ構造作製・観察を行うことを支援する。

（特許）

第4条 本研究において新規な発明・発見および改良が生じたときは、乙の定める別添取扱い方針（以下「取扱い方針」という。）の定めによることに合意した。ただし、当該本発明等に基づく特許の出願及び公開時に甲は乙に報告する。乙は当該特許が支援事業を元に行われたことを文部科学省に報告する権利を有する。
　2．
前項の規定は、本契約終了後も有効に存続するものとする。

（試料・研究成果の帰属）

第5条 第3条で作製した試料・研究成果は、「取扱い方針」の定めによる。ただし、甲が試料の譲渡によって利益を得ることは禁止する。
（研究成果の公表）

第6条　甲は、本研究による研究成果を、原則としてすみやかに公開するものとする。方法として学術論文により外部発表する場合には当該論文の謝辞において、学会発表での場合は概要集であるいは口頭発表時に、本プロジェクトの支援による成果であることを明記することとする。ただし、甲が、第4条に基づく本発明等について特許出願を行う場合には、甲は、本発明等に関する情報の開示時期を年度終了後次年度の５月２０日まで適宜遅らせることができるものとする。
（研究成果の報告）
第7 条　　乙が本研究による成果公開の原則に基づき成果を報告する為に、甲は支援実施報告書を乙に提出する。ただし、研究支援が著しく異なる研究内容に分けられる場合、それぞれの支援内容毎に支援実施報告書を提出する。1課題の所定時間(露光回数が10回以上又は支援所用時間100時間以上)を超えた場合も、超えない範囲となるように支援内容を分け、それぞれの支援内容毎に支援実施報告書を提出する。

（支援負担金）

第8条 　甲は、乙の要求により、利用負担金を東京工業大学に支払うものとする。ただし、甲の当該利用負担金の支払い義務は、乙が支援を行う前に甲に通知しかつ甲が同意した支援に関するものに限られる。なお、乙の事情により、利用負担金の一部を免除することがある。

（秘密保持及び適用除外）

第9条 　甲及び乙は、本研究に関連して知り得た相手方の機密事項を、文書による相手方の同意なく、第三者に開示又は漏洩してはならず、また、本研究以外の目的に使用してはならない。

　２．　　前項の規定にも関わらず、第４条及び第５条に基づき甲に帰属する本発明等及び研究成果について、甲は、前項に定める秘密保持義務及び目的外使用禁止義務を負わないものとし、また、乙は、前項に定めると同等の秘密保持義務及び目的外使用禁止義務を負うものとする。

　３．　
第１項の規定は、本覚書の期間終了後も３年間有効とする。

　４．　 第１項の規定は、以下の各号に規定するものであることを、甲又は乙が相手方に明示できるものには適用されない。　

　　　　　①　相手方の開示時に、既に公知であったもの。

　　　　　②　相手方の開示時に、既に自己が知っていたことを証明できるもの。

　　　　　③　相手方の開示後、自己の責によらずして公知となったもの。

　　　　　④　自己が、第三者から正当に得たもの。

（協　議）

第10条 　本覚書に定めのない事項又は本覚書に定めた各条項に疑義が生じた場合は、甲乙は誠意をもって協議する。

　本覚書締結の証として、本書２通を作成し、甲・乙記名押印の上、各１通を保有する。

令和　　年　月　日




甲




乙
東京都目黒区大岡山２−１２−１





東京工業大学

科学技術創成研究院未来産業技術研究所　
東工大ナノ構造造形支援担当　

教授　　　　　　　　　　　宮本恭幸
